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１ これまでの行財政改革 

  本町は、平成 16 年８月の合併後、財政危機への対応を迫られたため、町民の皆様の

理解と協力を得ながら行財政改革大綱に基づき様々な改革に取り組んできました。 

  その結果、平成 21 年度までの５年間の収支改善効果額は約 152.7 億円となり、危機

的財政状況から脱することができました。 

  平成 23 年度から平成 27 年度の５年間は、第２次行財政改革大綱を策定し、引き続

き職員数の削減や町債の繰上償還などの改革に取り組み、収支改善効果額は約 24.7

億円となりました。 

  平成 28年度から令和 2年度までを推進期間として策定した第３次行財政改革大綱で

は、「総合計画」や「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を効果的かつ効率的に進める

ための組織戦略と位置づけて改革に取り組み、令和元年度までの４年間の収支改善効

果額は約 16.6 億円となり、町債 1残高及び実質公債費比率 2などの財政指標は改善傾向

にあります。 

  ※行財政改革の効果額及び各年度の財政指標等については 29 ページ参照 

 

２ 町政を取り巻く環境 

  本町の 2015 年の総人口は 19,718 人で、1960 年の 56,784 人からすると 37,066 人

減少しています。日本全体の人口構造が 2040 年頃にかけて大きく変容し、社会保障や

インフラの老朽化等、様々な課題が顕在化する中で、本町では全国を上回るスピード

で人口減少が続き、2040 年には、9,320 人（2015 年から △53 ％）、さらに 20 年後

の 2060 年には、3,932 人（2015 年から △80 ％） になると推計されています。また、

平成 26 年５月に日本創成会議が公表した 2010 年から 30 年後の推計人口は 8,549 人に

減少すると予測されています。特に 20 歳から 39 歳の女性の減少率（△80.4％）は九

州でワースト１位になっており、少子化への影響が深刻な課題となっています。 

本町の財政は、歳入では町税などの自主財源の割合が少なく、財源の約半分を国か

らの地方交付税 3に依存しています。この先、人口減少に伴う税収の減少、インフラや

公共施設の老朽化対策による経費の増加などが見込まれています。 

  今後も、人口減少や時代の流れに合わせて組織体制の見直しや事務改善、人材育成

を図り、さらにはＩＣＴ（情報通信技術）の利活用や自治体の枠を超えた連携を検討

するなど、住民サービスが低下することのないよう、持続可能かつ安定的な行財政運

営に努める必要があります。 

                                                
1 町債とは、町が財政上必要とする資金を外部から調達するために負担する債務。いわゆる町の借金のこと。  

2 実質公債費比率とは、公債費等による財政負担の程度を示すもので、18％以上になると町債発行に国の許可が必要となる。  

3 地方交付税とは、地方公共団体間の不均衡を是正するため、財源不足に応じて国が交付する税のこと。普通交付税と特別交付

税がある。 

第１章 行財政改革の必要性 
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「新上五島町行財政改革推進プラン」は、町の最上位計画である「第２次総合計画」

や「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」の目標の実現を図るため、職員の意識改

革を進め、組織運営・財政運営の基盤づくりを目指すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本町職員の目指すべき姿＞ 

 ○町民の目線に立ち、町民に寄り添いながら責任と使命感を自覚し行動する職員 

 ○高いコスト意識を持ち固定観念にとらわれない柔軟な発想で行動する職員 

 ○自ら学び、考え、積極的に成長しようと自己改革に取り組み行動する職員 

 ○自らの役割を自覚し、課題解決に向け挑戦を続け行動する職員 

 

 

 

１ 基本理念 

第２次総合計画／第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げた政策「時代に対 

応した行財政運営」の３つの基本方針をもとに行財政運営に努めます。 

 

(1) 健 全 で 自 立 的 な 財 政 シ ス テ ム づ く り（選択と集中）   

(2) 町民本位の効率的な行政システムづくり（信頼と効率）   

(3) 町民参画による開かれた町政システムづくり（参加と透明）  

  

第２章 行財政改革推進プランの位置づけ 

第３章 行財政改革の基本理念と目標 

将来像  

＜将来像＞ 
つばき香り 豊かな海と歴史文化を育む 自立するしま 

○第２次総合計画  

行財政改革推進プラン 

（組織運営・財政運営の基盤） 

 

○第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略  
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 ２ 目標 

  ①収支改善目標額  

                              （単位：千円） 

    

 

 

 

 

  ②職員数 

                   （各年４月１日現在、単位：人） 

 

 

 

  ③財政指標  

                       （単位：％、百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

１ 取組期間 

本プランの取組期間は、「第２次総合計画」や「第２期まち・ひと・しごと創生総

合戦略」の終期に合わせ、令和３年度から令和６年度までの４年間とします。 

 

２  推進体制 

庁内の横断的な推進体制である「新上五島町行財政改革推進本部」で十分に議

論し、計画を着実に推進します。 

 

 ３ 進捗管理 

   庁内の「新上五島町行財政改革推進本部」において、進捗管理を徹底するとと

もに、計画の進捗状況について、有識者からなる「新上五島町行財政改革推進委

員会」に随時報告、ホームページなどを通じて公表し、町民の理解と協力を得な

がら目標の実現に向けて取り組みます。    

区 分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 合計 

歳 入 117,519 145,983 174,148 203,670 641,320 

歳 出 121,143 133,469 152,440 185,359 592,411 

合 計 238,662 279,452 326,588 389,029 1,233,731 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

368 362 360 357 352 348 

区 分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実質公債費比率 1.5 1.3 1.1 1.1 

普通会計町債残高 19,879 19,459 19,422 19,735 

基金残高 

（財調＋減債＋特目） 
9,728 9,812 9,876 9,941 

第４章 行財政改革の推進 
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第５章 体系図 

基本施策 重点項目 取組内容

⑥投資的経費の選択と集中

⑦町債の新規発行の上限設定

⑧町債の繰上償還の実施

㉑新たな収入確保策の検討

Ⅰ　健全で自立的な財政
システムづくり（選択と集
中）

１　財政の健全運営

①財政運営適正化計画の見直し

②財政の健全運営

③内部管理経費等の削減

④情報システムの標準化・共同化の検討

２　歳出削減に向けた取組

⑱ふるさと納税の推進

⑲使用料・手数料の見直し

⑳遊休町有財産等の処分と有効活用

⑩水道事業の経営健全化

⑭介護保険料の徴収率の向上

⑮保育料の徴収率の向上

⑯公営住宅使用料の徴収率の向上

⑰給食費・奨学金の徴収率の向上

⑨公共交通体系の見直し

⑤町単独補助金の選択と集中

⑪診療所の経営健全化

３　歳入確保のための取組

⑫町税の徴収率の向上

⑬国民健康保険税の徴収率の向上
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基本施策 重点項目 取組内容

１　人材育成の推進

㉚組織機構の見直し

㊱アダプト・プログラムの推進

２　町民活動の支援

㊲地域のコミュニティ活動やボランティア団体等
の支援

㊳協働のまちづくりの推進

３　公正の確保と透明性の向
上

㊴情報公開の推進

７　時間外勤務の削減

１　町民参画の推進

㉞パブリックコメントの実施

㉝育児休業の取得推進

Ⅱ　町民本位の効率的な
行政システムづくり（信頼
と効率）

Ⅲ　町民参画による開か
れた町政システムづくり
（参加と透明）

２　民間委託等の推進

㉓民間委託の推進・見直し

㉔指定管理制度導入効果の最大化

３　公共施設等総合管理計
画の推進

㉖公共施設等総合管理計画の推進

㉗施設管理運営の効率化

㉕広域連携による行政サービスの提供

㉒人材育成基本方針の推進

㉛定員管理の適正化と多様な人材の活用６　定員管理の適正化

４　事務改善

５　組織機構の見直し

㉘ＩＣＴ利活用による地域活性化と行政事務の
効率化

㉙道路パトロール業務の効率化

㉟各種審議会等の委員への女性登用

㉜業務効率化による時間外勤務の削減

８　育児休業の取得推進
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 ＜基本施策Ⅰ 健全で自立的な財政システムづくり（選択と集中）＞ 

第６章 具体的な取組項目 

取組項目 NO １ 財政運営適正化計画の見直し 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）長期的な視点に立った柔軟かつ安定的な財政運営を確立する。

（令和元年 12 月に第２次財政運営適正化計画を策定） 

（取組内容） 

 地方財政の動向、国の政策等の変遷に対応し、必要に応じて計画を

見直す。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

財政運営適正化計画 

計 

画 

－ － 検討 ⇒ ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

効果額 － － － － － 

 
取組項目 NO ２ 財政の健全運営 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）第２次財政運営適正化計画を遵守し、財政の健全運営に取り

組む。 

（取組内容） 

第２次財政運営適正化計画で定めた実質公債費比率、普通会計町債

残高、基金残高の目標数値を遵守し、財政を健全に運営する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

実質公債費比率 

（単位：％） 

計 

画 

指標 2.1 1.5 1.3 1.1 1.1 

効果額 － － － － － 

実 

績 

指標 －     

効果額 － － － － － 

普通会計町債残高 

（単位：百万円） 

計 

画 

残高 19,137 19,879 19,459 19,422 19,735 

効果額 － － － － － 

実 

績 

残高 －     

効果額 － － － － － 

基金残高 

（単位：百万円） 

計 

画 

残高 10,102 9,728 9,812 9,876 9,941 

効果額 － － － － － 

実 

績 

残高 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度決算額  
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取組項目 NO ４ 
情報システムの標準化・共同化

の検討 
担当課 

総務課 

各関係課 

取組概要 

（目標）西九州させぼ広域都市圏連携事業として構成団体と協議する。 

（取組内容） 

①ＲＦＩ（情報提供依頼書作成）の検討を行う。 

（メーカーに、製品やサービス情報を求める。） 

②ＲＦＰ（情報提案依頼書作成）の検討を行う。 

（メーカーに、具体的な提案を求める。） 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

情報システムの標準

化・共同化の検討 

計 

画 

－ － 検討 ⇒ ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

効果額 － － － － － 

 

取組項目 NO ３ 内部管理経費等の削減 担当課 
財産管理課 

財政課 

取組概要 

（目標）本庁舎・支所の事務消耗品、コピー代などの内部管理経費を

削減するとともに、競争入札により公共施設電力料金を削減する。 

（取組内容） 

①消耗品・コピー代等の経費抑制に取り組む。 

②公共施設電力を競争入札で調達することにより、経費削減に取り 

組む。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

消耗品費等支出額 

（単位：千円） 

計 

画 

支出額 11,050 10,939 10,829 10,718 10,608 

歳出効果額 － 111 221 332 442 

実 

績 

支出額 －     

歳出効果額 －     

公共施設電力料金 

（単位：千円） 

計 

画 

支出額 135,469 92,726 92,726 92,726 92,726 

歳出効果額 － 42,743 42,743 42,743 42,743 

実 

績 

支出額 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の支出額 

※歳出効果額は基準値との差額  
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取組項目 NO ５ 町単独補助金の選択と集中 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）公益性、必要性、優先度、公平性、透明性に鑑み、重点化・

効率化等による補助金の見直しを行う。 

（取組内容）補助金等チェックシートを作成し、効果や必要性を検証

する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

補助金決算額 

（単位：百万円） 

計 

画 

決算額 508 553 553 553 553 

効果額 － － － － － 

実 

績 

決算額 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度決算額  

取組項目 NO ６ 投資的経費の選択と集中 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）島内経済の活性化に配慮しつつ、町債の発行上限を設定し、

投資的経費の適正配分を図る。 

（取組内容） 

①合併特例債の発行期限である令和６年度まで投資的経費の適正配 

分及び平準化を行い、財源の有効活用を図る。 

②重点的、効率的な投資が行われるよう必要性を精査する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

投資的経費決算額 

（単位：百万円） 

計 

画 

決算額 2,796 2,584 2,558 2,885 2,977 

効果額 － － － － － 

実 

績 

決算額 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度決算額  
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取組項目 NO ７ 町債の新規発行の上限設定 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）第２次財政運営適正化計画の新規発行債の上限を遵守する。 

（取組内容） 

第２次財政運営適正化計画に従い、新規発行債（臨時財政対策債を

除く）の上限を設定する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

新規発行債上限額 

（単位：百万円） 

計 

画 

借入額 1,984 1,674 1,667 1,908 1,968 

効果額 － － － － － 

実 

績 

借入額 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度決算額  

取組項目 NO ８ 町債の繰上償還の実施 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）後年度の公債費負担の軽減を図る。 

（取組内容） 

第２次財政運営適正化計画に従い、計画的に町債の繰上償還を行う。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

繰上償還額 

（単位：百万円） 

計 

画 

償還額 856 967 847 777 602 

歳出効果額 － 27 24 21 9 

実 

績 

償還額 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度決算額 

※歳出効果額は後年度負担となる利子の削減額 

 
取組項目 NO ９ 公共交通体系の見直し 担当課 総合政策課 

取組概要 

（目標）公共交通体系の見直しにより運行（運航）経費を削減する。 

（取組内容） 

新上五島町地域公共交通網形成計画に基づき、地域公共交通網の再

構築、海上交通を含めたネットワークの形成、利便性と効率性、持続

的運行を図る。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

運行（運航）経費 

削減額 

（単位：千円） 

計 

画 

運行経費 204,499 検討 ⇒ ⇒ ⇒ 

歳出効果額 － － － － － 

実 

績 

運行経費 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の地域公共交通対策経費決算額 

※歳出効果額は実績が基準値を下回ったときに計上  
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取組項目 NO 10 水道事業の経営健全化 担当課 水道課 

取組概要 

（目標） 

①安定給水、維持管理経費の縮減、渇水対策等の一環として、漏水 

対策を強化する。 

②料金回収率の向上を図る。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

（取組内容） 

①職員の漏水調査技術の継承と民間委託の拡大 

②管路の更新計画策定、着実な実施 

③投資の効率化や維持管理費の削減等の経営改善を検討 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

有収率 

料金回収率 

（単位：％、千円） 

計 

画 

有収率 76.0 81.5 84.4 87.2 90.0 

料金回収率 69.1 80.9 85.5 90.1 95.0 

歳入効果額 － 65,318 91,264 116,898 143,918 

実 

績 

有収率 －     

料金回収率 －     

歳入効果額 －     

※基準値は R1 年度の有収率と料金回収率 

※歳入効果額は基準値との差額から算出  

取組項目 NO 11 診療所の経営健全化 担当課 

健康保険課 

若松・新魚目

診療所 

取組概要 

（目標）町立国保診療所（若松・新魚目）の経営健全化を進める。 

（取組内容） 

 健診業務等の充実、経費の節減に努め一般会計繰入金を縮減する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

一般会計繰入金 

（普通建設事業費除く） 

（単位：千円） 

計 

画 

繰入金 112,972 112,972 112,972 112,972 112,972 

歳出効果額 － － － － － 

実 

績 

繰入金 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の一般会計繰入金の決算額（若松診療所 58,560 千円・新魚目診療所 54,412 千円） 

※歳出効果額は実績が計画値を下回ったときに計上 
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取組項目 NO 12 町税の徴収率の向上 担当課 税務課 

取組概要 

（目標）徴収率の目標を設定し、差押えを含めた効果的な滞納整理を推

進する。 

（取組内容） 

①滞納者を対象として預金差押え等を継続 

②長崎県地方税回収機構による滞納整理 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

徴収率 

(単位：％、千円) 

計 

画 

現年 98.60 98.8 98.8 98.8 98.8 

過年 12.48 12.5 12.5 12.5 12.5 

歳入効果額 － 3,797 3,667 3,545 3,388 

実 

績 

現年 －     

過年 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H29～R1 年度の平均徴収率  

※歳入効果額は基準値との差額 

 

取組項目 NO 13 国民健康保険税の徴収率の向上 担当課 健康保険課 

取組概要 

（目標）徴収率の目標を設定し、差押えを含めた効果的な滞納整理を推

進する。 

（取組内容） 

 短期被保険者証、資格証明書を活用し、納税相談の機会を設け収納率

の向上を図る。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

徴収率 

（一般被保険者） 

（退職被保険者） 

（単位：％、千円） 

計 

画 

一般現年 96.31 97.0 97.0 97.0 97.0 

一般過年 10.77 11.0 11.0 11.0 11.0 

退職現年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

退職過年 18.16 19.0 19.0 19.0 19.0 

歳入効果額 － 3,400 3,400 3,400 3,400 

実 

績 

一般現年 －     

一般過年 －     

退職現年 －     

退職過年 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H29～R1 年度の平均徴収率 

※歳入効果額は基準値との差額（一般現年度分） 
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取組項目  NO 14 介護保険料の徴収率の向上 担当課  健康保険課 

取組概要  

（目標）徴収率の目標を設定し、効果的な滞納整理を推進する。 

（取組内容） 

給付制限に関する丁寧な説明等に努め、制度への理解を深める。 

取組指標   基準値  令和３  令和４  令和５  令和６  

徴収率 

（単位：％、千円） 

計  

画  

現年度  91.61 92.0 92.0 92.0 92.0 

過年度  15.15 17.0 17.0 17.0 17.0 

歳入効果額  － 333 333 333 333 

実  

績  

現年度  －     

過年度  －     

歳入効果額  －     

※基準値は H29～R1 年度の平均徴収率 

※歳入効果額は基準値との差額 

 

取組項目 NO 15 保育料の徴収率の向上 担当課 福祉課 

取組概要 

（目標）徴収率の目標を設定し、効果的な滞納整理を推進する。 

（取組内容） 

①滞納がわかり次第、電話連絡や個別面談を実施し、納付を促す。 

②滞納世帯は、児童手当等を窓口受け取りとし、保育料の納付を促す。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

徴収率 

（単位：％、千円） 

計 

画 

現年度 99.7 100.0 100.0 100.0 100.0 

過年度 18.1 19.0 19.0 19.0 19.0 

歳入効果額 － 105 99 92 88 

実 

績 

現年度 －     

過年度 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H29～R1 年度の平均徴収率 

※歳入効果額は基準値との差額 
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取組項目 NO 16 
公営住宅使用料の徴収率の

向上 
担当課 建設課 

取組概要 

（目標）徴収率の目標を設定し、効果的な滞納整理を推進する。 

（取組内容） 

①未納者への電話及び納付依頼通知を発送する。（督促・催告） 

②納付相談を実施し、分納誓約書を交わす。 

③①、②で進展がない場合は連帯保証人への催告・請求を行う。 

④新規入居者への納期限の啓発を行う。（新たな滞納防止） 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

徴収率 

（単位：％、千円） 

計

画 

現年度 98.7 99.5 99.5 99.5 99.5 

過年度 6.6 10.0 10.0 10.0 10.0 

歳入効果額 － 683 678 674 670 

実

績 

現年度 －     

過年度 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H29 年度の徴収率 

※歳入効果額は基準値との差額 

 

取組項目 NO 17 給食費の徴収率の向上 担当課 
学校給食 

センター 

取組概要 

（目標）徴収率の目標を設定し、効果的な滞納整理を推進する。 

（取組内容） 

 未納者の納付状況を確認し、簡易裁判所の支払督促制度を活用しなが

ら納付計画の遂行、完済へ導く。 

①現年度分は催促通知を月に２回実施 

②過年度分は催促通知後、支払督促制度活用の決済を随時実施 

③裁判所への申し立てを随時実施 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

徴収率 

（単位：％、千円） 

計 

画 

現年度 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 

過年度 3.8 10.0 10.0 10.0 10.0 

歳入効果額    － 256 234 215 198 

実 

績 

現年度 －     

過年度 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H27～H30 年度の平均徴収率  

※歳入効果額は基準値（過年度分）との差額 
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取組項目 NO 17 奨学金の徴収率の向上 担当課 学校教育課 

取組概要 

（目標）徴収率の目標を設定し、効果的な滞納整理を推進する。 

（取組内容） 

 ①５月、整理月間 

 ②６月、２月徴収強化月間（集中徴収） 

 ③各月の計画的な徴収 

 ④長期滞納者の連帯保証人への滞納状況通知・納付依頼 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

徴収率 

（単位：％、千円） 

計 

画 

現年度 93.3 94.0 94.0 94.0 94.0 

過年度 13.1 14.0 14.0 14.0 14.0 

歳入効果額 － 227 208 191 175 

実 

績 

現年度 －     

過年度 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H29～R1 年度の平均徴収率  

※歳入効果額は基準値との差額 

 

取組項目 NO 18 ふるさと納税の推進 担当課 観光商工課 

取組概要 

(目標) 

個人版ふるさと納税について、インターネット等の媒体を効果的に活

用し寄付の促進に取り組む。 

(取組内容) 

個人版ふるさと納税サイトにおいて、活用事例やその効果などを紹介

し、納税者に対して効果的なＰＲ展開を図る。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

個人版ふるさと納税 

寄付額 

(単位：千円) 

計 

画 

寄付額 53,910 60,000 65,000 70,000 75,000 

歳入効果額 － 32,400 35,100 37,800 40,500 

実 

績 

寄付額 －     

歳入効果額 －     

※基準値は R1 年度の寄附額 

※歳入効果額は寄附額から返礼品及びふるさと納税サイト手数料を控除した金額 
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取組項目 NO 19 使用料・手数料の見直し 担当課 財政課 

取組概要 

（目標）受益と負担の公平性の確保のため見直しを行う。 

（取組内容） 

 受益者負担の原則、原価主義の考え方を反映させる。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

使用料・手数料 

決算額 

（単位：百万円） 

計 

画 

決算額 309 300 300 300 300 

効果額 － － － － － 

実 

績 

決算額 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度決算額 

 

取組項目 NO 18 ふるさと納税の推進 担当課 総合政策課 

取組概要 

（目標）企業版ふるさと納税について、地方創生に資する事業に対す

る企業からの寄付の促進に取り組む。 

（取組内容） 

ふるさと納税サイト等を活用し、全国の企業へ効果的・効率的なア

ピール展開を図る。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

企業版ふるさと納税 

寄付額 

（単位：千円） 

計 

画 

寄付額 － 3,000 3,000 3,000 3,000 

歳入効果額 － 3,000 3,000 3,000 3,000 

実 

績 

寄付額 －     

歳入効果額 －     

 

取組項目 NO 20 
遊休町有財産等の処分と 

有効活用 
担当課 財産管理課 

取組概要 

（目標）遊休町有財産及び分譲地の処分・売却を促進する。 

（毎年度、分譲地３百万、遊休地５百万を売払いの目標とする。） 

（取組内容） 

分譲地販売促進のための単価を見直し、販売促進に取り組む。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

分譲地・遊休地 

売払い額 

（単位：千円） 

計 

画 

歳入額 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 

歳入効果額 － 8,000 8,000 8,000 8,000 

実 

績 

歳入額 －     

歳入効果額 －     

※基準値は H30 年度の収入額（7,700 千円）を基に設定 

（  
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＜基本施策Ⅱ 町民本位の効率的な行政システムづくり（信頼と効率）＞ 

取組項目  NO 21 新たな収入確保策の検討 担当課  文化財課 

取組概要  

（目標）世界文化遺産「頭ヶ島の集落」を守り、伝えるための財源を確

保する。 

（取組内容） 

来訪者からの料金を徴収する制度の構築（施設入館料、駐車場料金） 

取組指標   基準値  令和３  令和４  令和５  令和６  

料金収入 

（単位：千円） 

計  

画  

－  検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

歳入効果額  － － － － － 

実  

績  

－  －     

歳入効果額  －     

※歳入効果額は料金収入があった際に計上 

 

取組項目 NO 22 人材育成基本方針の推進 担当課 総務課 

取組概要 

（目標）人材育成基本方針に基づき、職員の能力向上と意識改革を図

り、組織の総合力を高める。 

（取組内容） 

①職員研修の活性化：職員研修体制の整備・充実 

②職員の意識改革：情報共有、コミュニケーションの円滑化、若手 

職員によるパブリックワークの実施 

③人事評価制度の導入：人事評価結果の人事配置・給与等への反映 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

人材育成基本方針 

の推進 

計 

画 

－ － 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

効果額 － － － － － 
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取組項目 NO 23 民間委託の推進・見直し 担当課 観光商工課 

取組概要 

(目標) 

町が行う観光物産振興事業について、観光物産協会の体制を強化し、

業務を担うことで専門的人材を育成し、観光と物産の効果的・効率的な

取り組みにより、交流人口(関係人口)の拡大、地域資源を活用した新商

品の開発及び販路の拡大に努め、観光物産協会の売上高を増加させる。 

(取組内容) 

観光物産協会内の観光及び物産部門において専門的知識を持つ人材

を育成するため、一時的に町職員を配置し即戦力を高め、その間に新た

な人材を雇用し組織内外での研修を充実させることで、観光物産協会の

体制を強化する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

観光物産協会 

売上高 

(単位：千円) 

計 

画 

売上高 32,322 35,000 36,000 37,000 38,000 

歳出効果額 － － － － － 

実 

績 

売上高 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の売上高 

※歳出効果額は、観光物産協会への補助金が R1 年度決算額（19,598 千円）を下回ったときに計上  

取組項目 NO 24 指定管理者制度導入効果の最大化 担当課 総務課 

取組概要 

（目標）指定管理者制度の導入効果を検証し効果を上げるため、モニ

タリングを実施する。 

（取組内容） 

 指定管理者制度導入施設に係るモニタリング指針を整備し、モニタ

リングを実施する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

モニタリングの実施 

計 

画 

－ 検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

効果額 － － － － － 
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取組項目 NO 25 
広域連携による行政サービスの

提供 
担当課 総務課 

取組概要 

（目標）近隣自治体や県との業務の連携や専門職員の柔軟な活用につ

いて、研究・検討し、実施する。 

（取組内容） 

 ①県・市町等で構成される「人口減少社会に適応した行政サービス

の提供のあり方研究会（事務局：県、市長会、町村会）で調査・

研究を行う。 

 ②研究会での議論の結果を踏まえ、実現可能なものから取り組む。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

広域連携による行政 

サービスの提供 

計 

画 

－ 検討 検討 実施 ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

効果額 － － － － － 

 

取組項目 NO 26 公共施設等総合管理計画の推進 担当課 財産管理課 

取組概要 

（目標）総合的かつ計画的な管理を実施し、財政負担の軽減・平準化の

ための解体を推進する。 

（取組内容） 

公共施設個別計画の施設解体の推進に取り組む。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

公共施設の解体棟数 

計 

画 

解体棟数 15 13 21 11 15 

効果額 － － － － － 

実 

績 

解体棟数 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R3 年度から R6 年度の平均解体棟数 
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取組項目 NO 27 施設管理運営の効率化 担当課 
学校給食 

センター 

取組概要 

（目標）食数の減少傾向と学校の統廃合計画を考慮し、稼働３センター

（新魚目、有川、奈良尾）を令和７年度以降、上五島給食センターに集

約し、施設管理運営の効率化を図る。 

（取組内容） 

≪令和２年度≫ 

①新上五島町学校給食関連施設整備方針策定 

②有川給食センター休止（令和２年８月まで稼働） 

 令和２年９月より２センター稼働（新魚目・奈良尾） 

≪令和４～６年度≫ 

①上五島給食センター実施設計・改修・使用開始 

②令和６年９月より新魚目給食センター休止、稼働２センター（上五

島・奈良尾）予定 

≪令和７年度以降≫ 

①食数・学校統廃合等を考慮し上五島給食センターへ集約 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

経常費用決算額 

（単位：千円） 

計 

画 

決算額 30,582 24,216 24,216 24,216 24,216 

歳出効果額 － 6,366 6,366 6,366 6,366 

実 

績 

決算額 －     

歳出効果額 －     

※基準値は H30 年度の経常費用決算額 

※歳出効果額は３センター稼働から２センター稼働へ移行した場合の基準値に対する削減額  
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取組項目 NO 27 施設管理運営の効率化 担当課 住民生活課 

取組概要 

（目標）火葬場再編計画に基づき、火葬場を統廃合する。 

（Ｒ１：上五島３炉、新魚目１炉、若松１炉、奈良尾１炉） 

（取組内容） 

①令和５年度末に奈良尾火葬場を廃止 

 ②令和８年度末に若松火葬場を廃止 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

施設数 

（単位：千円） 

計 

画 

施設数 4 4 4 4 3 

歳出効果額 － － － － 245 

実 

績 

施設数等 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の施設数 

※歳出効果額は施設を廃止したときの管理経費の削減額 

 

取組項目 NO 27 施設管理運営の効率化 担当課 住民生活課 

取組概要 

（目標）管理型最終処分場建設に伴い、既存処分場の埋立を終了する。 

   （Ｒ１：上五島・有川・奈良尾の３処分場） 

（取組内容） 

①令和３年度末に奈良尾管理型最終処分場の埋立終了 

 ②令和５年度末に有川管理型最終処分場の埋立終了 

 ③令和６年度末に上五島管理型最終処分場の埋立終了 

 ④令和７年度に新規管理型最終処分場（上五島）の供用開始 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

施設数 

（単位：千円） 

計 

画 

施設数等 3 3 2 2 1 

歳出効果額 － 460 988 988 9,348 

実 

績 

施設数等 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の施設数 

※歳出効果額は埋立終了後の管理経費の削減額（埋立終了後も法律により２年間は管理が必要） 
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取組項目 NO 28 
ＩＣＴ利活用による地域活性化

と行政事務の効率化 
担当課 

総務課 

各関係課 

取組概要 

（目標）ＩＣＴ（情報通信技術）を利活用し、地域活性化と行政事務

の効率化を図る。 

（取組内容） 

①地域の様々な課題解決や日常生活の中での不安解消など、利便性 

を実感できるようＩＣＴを利活用し地域活性化を図る。 

②ＩＣＴを利活用し、行政事務のデジタル化を推進する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

ＩＣＴを利活用した

事業 

（単位：事業） 

計 

画 

事業数 － 1 2 2 3 

効果額 － － － － － 

実 

績 

事業数 －     

効果額 － － － － － 

 

取組項目 

 

NO 29 道路パトロール業務の効率化 担当課 

建設課 

農林課 

各関係課 

取組概要 

（目標）町内の道路パトロール業務の効率化を図る。 

（取組内容） 

①令和３年度までに、建設課、農林課、各関係課において、平常時 

及び災害時の連携体制の検討を行う。 

②令和４年度から実施する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

道路パトロール業務

の効率化 

計 

画 

－ － 検討 実施 ⇒ ⇒ 

歳出効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

歳出効果額 － － － － － 
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取組項目 NO 30 組織機構の見直し 担当課 総務課 

取組概要 

（目標）職員数の減少に対応した組織の見直し、総合計画及びまち・

ひと・しごと創生総合戦略の目標達成のための職員配置を行う。 

（取組内容） 

 個別課題に的確に対応するため、必要な組織機構の見直しを行う。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

組織機構見直し 

の検討 

計 

画 

－ －  検討 ⇒  ⇒  ⇒  

効果額 －  －  －  －  －  

実 

績 

－ －      

効果額 －  －  －  －  －  

 

取組項目 NO 31 
定員管理の適正化と多様 

な人材の活用 
担当課 総務課 

取組概要 

（目標）組織や事務事業の見直し等により令和２年度から令和６年度

までの定年退職者５４名に対し、採用者数を３４名に抑制し、２０名

の削減を目指す。業務内容により、短時間再任用職員、会計年度任用

職員、障がい者等の採用に努める。 

（取組内容） 

 ①一般事務 

退職者の５割の人数（４名を上限）を採用。技術職の採用につい 

ては、退職予定及び今後の事業量を考慮して判断する。 

②保育士、幼稚園教諭 

  配置基準に基づき、会計年度任用職員を含めて配置する。 

③消防職 

  救急救命、防災体制を確保するため当面６６名体制とする。 

④現業職、用務員、調理師 

  正規職員退職後は原則不補充とし、必要に応じて会計年度任用 

職員を配置する。 

⑤医師、看護師、保健師、栄養士、獣医、検査技師等 

  医療体制等を維持するため、必要人員を確保する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

職員数 

（単位：人、千円） 

計 

画 

職員数 368 362 360 357 352 

歳出効果額 － 43,032 57,376 78,892 114,752 

実 

績 

職員数 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R2.4.1 現在の職員数 

※歳出効果額は R1 年度 1 人あたり人件費決算額×削減人数 



- 23 - 

 

 

取組項目 NO 32 
業務効率化による時間外勤

務の削減 
担当課 

総務課 

各関係課 

取組概要 

（目標）各所属において積極的に業務効率化を進めることにより、時

間外勤務を削減する。 

（取組内容） 

 ①時間外勤務の「事前命令」の徹底 

 ②年間業務スケジュールの把握と業務の平準化 

 ③組織体制や事務分掌の柔軟な調整 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

時間外勤務手当 

支給額 

（単位：千円） 

計 

画 

支給額 21,742 20,655 20,655 20,655 20,655 

歳出効果額 － 1,087 1,087 1,087 1,087 

実 

績 

支給額 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の時間外勤務手当の支給額（消防、選挙除く） 

※歳出効果額は R1 年度基準値×5％＝1,087 千円 

 

取組項目 NO 33 育児休業の取得推進 担当課 総務課 

取組概要 

（目標）「新上五島町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業  

主行動計画」に基づき男性職員の育児休業取得率を対象者の 10％以上

とする。 

（取組内容） 

 ①対象となる男性職員に育児休業制度の周知を図る。 

 ②育児休業が取得可能な職場環境の整備に努める。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

男性職員の 

育児休業取得率 

（単位：％） 

計 

画 

取得率 0 10 10 10 10 

効果額 － － － － － 

実 

績 

取得率 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度の男性職員の育児休業取得率 

 



- 24 - 

 

＜基本施策Ⅲ 町民参画による開かれた町政システムづくり（参加と透明）＞ 

取組項目 NO 34 パブリックコメントの実施 担当課 総合政策課 

取組概要 

（目標）町民の意見を各種計画策定に活かすためパブリックコメント

（意見公募手続き）を実施する。 

（取組内容） 

①計画策定段階から各種審議会等において町民の意見を反映し、町政 

に対する関心を深める。 

②町民が意見を提出しやすくなるよう、パブリックコメントの実施方 

法について工夫する。 

③前年度のパブリックコメントの実績をホームページで公表し、住民 

へ周知する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

パブリックコメント 

実施件数 

計 

画 

実施件数 2 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

実施件数 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度の実施件数 

 

取組項目 NO 35 各種審議会等の委員への女性登用 担当課 
総務課 

各関係課 

取組概要 

（目標）新上五島町第３次男女共同参画基本計画に沿って、各種審議

会等の委員への女性登用を図る。 

（取組内容） 

 庁内会議において、第３次男女共同参画基本計画の周知を図り、女

性登用を促す。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

女性登用率 

（単位：％） 

計 

画 

登用率 35.7 35.0 35.0 35.0 35.0 

効果額 － － － － － 

実 

績 

登用率      

効果額 － － － － － 

※基準値は R1 年度の女性登用率 
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取組項目 NO 36 アダプト・プログラムの推進 担当課 建設課 

取組概要 

（目標）活動団体数を毎年度２団体増やす。 

（取組内容） 

①町が管理する施設に対する団体の自発的な清掃 ・美化活動を町が 

支援することにより、各地区における団体活動の推進と活性化を 

図る。 

②登録団体のより活発な活動を促すため、また団体活動の周知のた 

め、町広報誌やＨＰ等で広報活動を行う。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

活動団体数 

（単位：団体、千円） 

計

画 

増加団体数 56 2 2 2 2 

歳出効果額 － 344 688 1,032 1,376 

実 

績 

増加団体数 －     

歳出効果額 －     

※基準値は R1 年度の活動団体数 

※歳出効果額は各年度経費、述べ活動人数、時間給から算出 

 

取組項目 NO 37 
地域のコミュニティ活動やボラ

ンティア団体等の支援 
担当課 総合政策課 

取組概要 

（目標）地域のコミュニティ活動やボランティア団体等の活動を支援

する。 

（取組内容） 

①長崎県と連携し、ボランティア団体等に必要な情報を提供する。 

（制度の案内：年１回、講座等の案内：年４回） 

②まちづくり推進団体登録制度を周知するとともに、団体同士の意 

見交換会の開催を検討・実施する。 

③地域活動支援事業補助金の活用を推進する。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

まちづくり推進 

団体数 

計 

画 

団体数 17 20 20 20 20 

効果額 － － － － － 

実 

績 

団体数 －     

効果額 － － － － － 

※基準値は R1.5.1 現在のまちづくり推進団体登録数 
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取組項目 NO 38 協働のまちづくりの推進 担当課 総合政策課 

取組概要 

（目標）住民と行政及び住民相互による「協働のまちづくり」を推進

するとともに、地域の活動等を支援する。 

（取組内容） 

①地域活動支援事業補助金の制度を周知（駐在員会議） 

②まちづくり出前講座の周知（ホームページ、広報誌） 

③地域コミュニティ自治活動（ソフト事業）の推進 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

出前講座実施件数 

計 

画 

件数 19 30 30 30 30 

効果額 － － － － － 

実 

績 

件数 －     

効果額 － － － － － 

地域コミュニティ 

自治活動件数 

（ソフト事業） 

計 

画 

件数 13 30 30 30 30 

効果額 － － － － － 

実 

績 

件数 －     

効果額 － － － － － 

※出前講座の基準値は R1 年度の実施件数 

※地域コミュニティ自治活動件数の基準値は、R1 年度の実施件数（協議会及びまちづくり推進団体の 

ソフト事業除く数値） 

 

取組項目 NO 39 情報公開の推進 担当課 
総務課 

各関係課 

取組概要 

（目標）わかりやすい情報の発信と情報公開の推進に努める。 

（取組内容） 

①広報紙及びホームページ等の制作について、分かりやすい情報発

信を心がけ編集作業を行う。 

②職員に対し、ＮＢＣデータ放送、ＬＩＮＥを有効活用するよう周 

知する。 

③個人情報保護法に配慮しながら、情報公開制度の適切な運用のも 

と、積極的な情報公開に努める。 

取組指標  基準値 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 

情報公開の推進 

計 

画 

－ 実施 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

効果額 － － － － － 

実 

績 

－ －     

効果額 － － － － － 

 



上段計画、下段実績　（単位：千円）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 計 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 計

0 0

0 0

0 0

0 0

0 42,854 42,964 43,075 43,185 172,078

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 27,000 24,000 21,000 9,000 81,000

0 0

0 0

0 0

65,318 91,264 116,898 143,918 417,398 0

0 0

0 0

0 0

3,797 3,667 3,545 3,388 14,397 0

0 0

3,400 3,400 3,400 3,400 13,600 0

0 0

333 333 333 333 1,332 0

0 0

105 99 92 88 384 0

0 0

683 678 674 670 2,705 0

0 0

483 442 406 373 1,704 0

0 0

35,400 38,100 40,800 43,500 157,800 0

0 0

0 0

0 0

8,000 8,000 8,000 8,000 32,000 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0
23

民間委託の推進・見
直し

観光商工課

21
新たな収入確保策の
検討

文化財課

22
人材育成基本方針
の推進

総務課

19
使用料・手数料の見
直し

財政課

20
遊休町有財産等の
処分と有効活用

財産管理課

17
給食費・奨学金の徴
収率の向上

学校教育課
学校給食ｾﾝﾀｰ

18 ふるさと納税の推進
観光商工課
総合政策課

15
保育料の徴収率の
向上

福祉課

16
公営住宅使用料の
徴収率の向上

建設課

13
国民健康保険税の
徴収率の向上

健康保険課

14
介護保険料の徴収
率の向上

健康保険課

11
診療所の経営健全
化

健康保険課
若松診療所
新魚目診療所

12
町税の徴収率の向
上

税務課

9
公共交通体系の見
直し

総合政策課

10
水道事業の経営健
全化

水道課

7
町債の新規発行の
上限設定

財政課

8
町債の繰上償還の
実施

財政課

5
町単独補助金の選
択と集中

財政課

6
投資的経費の選択と
集中

財政課

3
内部管理経費等の
削減

財産管理課
財政課

4
情報システムの標準
化・共同化の検討

総務課
各関係課

1
財政運営適正化計
画の見直し

財政課

2 財政の健全運営 財政課

新上五島町行財政改革推進プラン・効果額一覧表

取組
番号 取組項目

歳入効果額 歳出効果額
担当課
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上段計画、下段実績　（単位：千円）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 計 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 計

新上五島町行財政改革推進プラン・効果額一覧表

取組
番号 取組項目

歳入効果額 歳出効果額
担当課

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 6,826 7,354 7,354 15,959 37,493

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 43,032 57,376 78,892 114,752 294,052

0 0

0 1,087 1,087 1,087 1,087 4,348

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 344 688 1,032 1,376 3,440

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

117,519 145,983 174,148 203,670 641,320 121,143 133,469 152,440 185,359 592,411

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

238,662 279,452 326,588 389,029 1,233,731

0 0 0 0 0歳入歳出効果額　実績合計

39 情報公開の推進
総務課
各関係課

合　　　　　　　計

※計画又は実績に効果額がある取り組み
のみ表示

歳入歳出効果額　計画合計

37
地域のコミュニティ活
動やボランティア団
体等の支援

総合政策課

38
協働のまちづくりの
推進

総合政策課

35
各種審議会等の委
員への女性登用

総務課
各関係課

36
アダプト・プログラム
の推進

建設課

33
育児休業の取得推
進

総務課

34
パブリックコメントの
実施

総合政策課

31
定員管理の適正化と
多様な人材の活用

総務課

32
業務効率化による時
間外勤務の削減

総務課

29
道路パトロール業務
の効率化

建設課
農林課
各関係課

30 組織機構の見直し 総務課

27
施設管理運営の効
率化

学校教育課
学校給食ｾﾝﾀｰ
住民生活課

28
ＩＣＴ利活用による地
域活性化と行政事務
の効率化

総務課
各関係課

25
広域連携による行政
サービスの提供

総務課
各関係課

26
公共施設等総合管
理計画の推進

財産管理課

24
指定管理者制度導
入効果の最大化

総務課
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新
上
五
島
町
行
財
政
改
革
関
係
計
画
進
捗
状
況
・
財
政
分
析
指
標
一
覧

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

・行
財
政
改
革
推
進
委
員
会
答
申
(H
17
.1
1)

・
行
財
政
改
革
推
進
委
員
会
答
申
(H
2
2
.1
2
)

・行
財
政
改
革
推
進
委
員
会
答
申
(H
2
7
.1
1
)

・
行
財
政
改
革
大
綱
（
H
1
7
.1
2
）

・
第
２
次
行
財
政
改
革
大
綱
（
H
2
3
.3
）

・
第
３
次
行
財
政
改
革
大
綱
（
H
2
8
.3
）

上
段
：
計
画
、
下
段
：
実
績
、
単
位
：
億
円

2
.6

2
.8

3
.3

3
.9

4
.6

2
.4

2
.8

3
.3

3
.9

3
.6

3
.8

3
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5
.6

△
10
％

△
30
%
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50
％
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70
％

△
9
0
％
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7
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6
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5
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1
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0
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0
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0
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1
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3

4
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3

4
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2

4
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3

4
0
8

3
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5

3
9
1

3
8
5

3
7
3

3
6
8

※
町
長
、
副
町
長
、
教
育
長
を
除
く

⇒

■
財
政
分
析
指
標
な
ど

財
政
運
営
適
正
化
計
画
見
直
し
（
H
2
7
.1
1
）

第
2
次
財
政
運
営
適
正
化
計
画
（
R
1
.1
2
）

（
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位
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、
％
）
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%
1
3
.6

%
1
2
.7

%
1
1
.8
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%
－

－
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－
－

－
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－
－

－
←
決
算

年
度

新
町
建
設
計
画
（
H
1
5
.1
策
定
）

５
年
延
長
（
H
2
6
.9
変
更
）

H
1
6
.8
合
併

総
合
計
画

第
２
次
総
合
計
画

５
年
延
長
（
R
1
.1
2
変
更
）

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略

行
財
政
改
革
実
施
計
画

第
２
次
行
財
政
改
革
実
施
計
画

第
３
次
行
財
政
改
革
実
施
計
画

実
績
効
果
額
1
5
2
.7
億
円

実
績
効
果
額
2
4
.7
億
円

第
２
期
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略

行
財
政
改
革
推
進
プ
ラ
ン

実
績

（
歳
入
7
.9
、
歳
出
1
4
4
.7
）

（
歳
入
3
.4
、
歳
出
2
1
.3
）

財
政
健
全
化
計
画

財
政
運
営
適
正
化
計
画

収
支
計
画
（
H
2
5
.8
見
直
し
：
合
併
特
例
債
等
）
（
H
2
7
.1
1
見
直
し
：
交
付
税
復
元
等
）

普
通
交
付
税

合
算
額
が
保
証
さ
れ
る
期
間
（
1
0
年
）

段
階
的
縮
減
期
間

一
本
算
定

職
員
数
（
4
月
1
日
）

定
員
適
正
化
計
画

第
２
次
定
員
適
正
化
計
画

第
３
次
定
員
適
正
化
計
画

計
画

行
財
政
改
革
推
進
プ
ラ
ン

民
間
委
託
等
推
進
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（H
18
.1
0）

事
務
事
業
・業

務
見
直
し
推
進
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（H
21
.4
）

事
務
事
業
・業

務
見
直
し
行
動
計
画
(効
果
2.
8億

円
)

公
共
施
設
見
直
し
基
本
方
針
（
H
2
0
.1
2
）
⇒

公
共
施
設
見
直
し
実
施
計
画
(効
果
1
.5
億
円
)

年
度

地
方
債
残
高

普
通
会
計
歳
出

地
方
交
付
税

財
政
力
指
数

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
（
～
H
3
8
(１
０
年
間
）
）

基
金
残
高

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

経
常
収
支
比
率
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